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1 　研究の目的
　北海道は、過疎地域自立促進特別措置法に基づく過
疎自治体が179市町村のうち149市町村を数えており、
全自治体の 8割以上を占めている。2015年度の介護保
険制度の改正にともない、地域支援事業のなかで再編
される要支援の高齢者向けサービス（介護予防・日常
生活支援総合事業、「以下、新総合事業」とする）は、
2017年度から本格実施されることになっている。介護
予防・生活支援サービス事業は、北海道内156の保険
者＊1のうち、2015年度内に取り組みを実施済みが 6保
険者、実施予定が30保険者であり、あわせて36保険者
であった（厚生労働省：介護予防・日常生活支援総合
事業、包括的支援事業実施状況（2016年 1 月 4 日現
在））。生活支援体制整備事業のうち、2015年度内に生
活支援コーディネーターの配置は6保険者が実施済み、
協議体の設置は14保険者が実施済みとなっており、道
内でも北海道や各振興局、社会福祉協議会（以下、社
協）、さわやか福祉財団等による生活支援コーディネー
ター養成講座などが行われている。ただ、全体として
各自治体での実質的な展開は2016年度以降となること
は避けられない。
　厚生労働省の説明では、「総合事業の意図が地域づ
くりであり、規模の小さい自治体の方が、調整コスト
が低く調整の時間も短くてすみ、事業の趣旨が正しく
理解されれば早くスタートできる。事業者が少ない自
治体では、住民同士の助け合いが根付いて総合事業を
受け入れる土壌が形成されている一面もある。（要点
抜粋）」（服部真治 2015：9）としながら、「都市部で
は意識的に互助を強化しなければ、強い互助は期待さ
れない」（服部剛 2015：11）というように、小規模自
治体の方が、取り組みが容易であるかのように整理さ
れている。
　はたしてそうだろうか。従来から指摘されているよ
うに、地域における福祉のまちづくりの課題として、
地縁組織・団体の高齢化や担い手不足による活動の停
滞がみられ、加えて、北海道の場合、広域な自治体を
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持つことから、サービス拠点の配置も広汎な日常生活
圏域をカバーする必要がある。新総合事業において、
保険者としての市町村は、担い手不足の中で、既存の
介護サービス事業所のほか、新たにNPOや民間事業
者等、住民主体による生活支援サービスの担い手への
支援をおこなう役割を担うことになる。そこで、北海
道内の過疎自治体を対象にアンケート調査と北海道内
の先進的事例調査を実施し、住民の支え合い活動に対
する自治体の課題を明らかにすることを目的とした。

2 　研究の対象と方法
　研究調査では、①北海道内の149過疎自治体におけ
る新総合事業の体制整備に関するアンケート調査、②
行政聞き取り調査、③先進事例調査を実施した。郵送
アンケートに関しては、過疎地域自立促進特別措置法
に基づく過疎自治体149市町村の介護保険担当課を対
象に郵送アンケート調査を実施し、64自治体から回答
を得た（回収率43%）。

3 　研究の結果
⑴　新総合事業をめぐる道内過疎自治体の現状
　介護保険制度改正にともなう現下の最大の課題と
なっている新総合事業については4.1%が平成29（2017）
年度の実施を予定していると回答している。厚生労働
省の介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事
業実施状況（2016年 1 月 4 日現在）にある北海道全体
のデータを見ると、2015年度内の取り組みを予定して
いる自治体は全体の23%であるが、本調査で過疎地域
に絞って回答を見ると 2割を切っており、後に見るよ
うに、体制整備の難しさがあるとみられる。新総合事
業の導入にあたり検討課題となる事業（複数回答）に
ついて最も回答が多いものは、「（生活支援サービスを
提供する団体の連携・協働を促進する）協議体・生活
支援（地域支え合い推進員）コーディネーターなどの
体制整備」82.5%、また、多様なサービスの中で「住
民主体による支援」の類型に該当する訪問型サービス

Bと通所型サービスB＊2がそれぞれ 7割となっている。
　新総合事業の問題点に関しては、「住民組織・ボラ
ンティアの人員確保」がほとんどの自治体で課題に
なっており（90.6%）、次いで「制度設計（要項作成）
に時間・人手がかかる」60.9%、「自治体内の人員体制
の充実」50%などが挙げられた。これは、とりわけ今
回の介護保険制度改正が保険者である自治体の責任で
体制づくりを展開することを求めている点に起因して
いる。制度設計の構築や住民説明あるいは協議体の設
置運営をどうするのかという問題を扱う専門職や調整
をはかるための準備に必要な作業を担うスタッフ不足
がどこの自治体も深刻になっていることが背景にあ
る。とくに介護予防に関する取り組みは、自治体の規
模というより保健師やその領域の活動に人材が得られ
るかどうかという点にポイントがあるといえる。さら
に、事業を推進するための肝心の協議体の設置につい
ては、第 1層（市町村全域）は設置済みが 6自治体、
第 2層（中学校区レベル）は 1自治体であり、2016年
度以降の設置が第 1層では 8割、第 2層では 9割と
なっており、大きく立ち後れている。
　また、この事業にかかるマンパワーとしてきわめて
重要な生活支援コーディネーター（地域支え合い推進
員）として想定される人材（複数回答）について、最
も多かったのは、社協職員77.8%、次いで、地域包括
支援センター職員55.6%、自治体職員42.9%と専門職員
に回答が集中している。
　新総合事業の導入にあたり、社協が担うことが期待
される事業（複数回答）についてみると、割合が多い
順に「生活支援サービスを提供する団体の連携・協働
を促進する協議体の運営」が48.3%となっており、訪
問型サービスA＊3（緩和した基準）45%、訪問型サー
ビスB（住民主体による支援）35%、通所型サービス
B（住民主体による支援）33.3%、通所型サービスA＊4

（緩和した基準）31.7%など、地域をコーディネートす
る役割と現在の在宅サービスの基盤を生かした実際の
サービス提供の役割が期待されている。

＊2　訪問型サービスBと通所型サービスB
厚生労働省のガイドライン（平成27年 6 月 5 日）によると、訪問型・通所
型サービスBは、実施方法が「補助（助成）」、サービス提供者が「ボランティ
ア主体」とされている。

＊3　訪問型サービスA
実施方法は「事業者指定/委託」、サービス提供者は「主に雇用労働者」。
＊4　通所型サービスA
実施方法は「事業者指定/委託」、サービス提供者は「主に雇用労働者＋ボ
ランティア」。
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　新総合事業の実施時期は、2017年度としている自治
体が 6割以上を占め、自治体における担い手の確保に
課題があることが明らかになった。協議体は、全市、
中学校区に設置されることになっており、これに該当
する日常生活圏域が 1 つ（81%）、中学校区が 1 つ
（45.3%）もしくは 2つ（28.1%）であるところが多い。
⑵　事例調査の結果
　事例調査の目的は、新総合事業の実施主体（自治体）、
住民活動の取りまとめを行う主体（社協）と地域で活
動する団体の新総合事業の体制整備に関する課題を明
らかにすることである。調査対象には北海道内外の先
駆的な事例を選んで訪問調査を実施したが、ここでは、
北海道の中でも生活支援体制整備や協議体設置をいち
早く進めたS町社協の担当者への聞き取り調査の結果
をまとめて紹介する。
S町およびS町社協
　人口約 7千人、世帯数 3千 5百、高齢化率39.5%（2015
年 4 月）のS町では、コミュニティバス（役場、銀行、
郵便局、病院やサロン活動の拠点となる町内会館等を
巡回）、また、北海道内でいち早く地域福祉対応型の
介護支援ボランティア制度に取り組んでいる。
　S町社協次長の聞き取りと解説をもとに以下にまと
めておく。S町社協は、2015年 4 月に町から協議体と
生活支援コーディネーターの配置を受託しており、生
活支援コーディネーター専任 1名と兼任の 2名、 3層
生活支援コーディネーターにあたる住民活動支援員
（利用者を通いの場につなぐ通所型対応）を非常勤で

7名配置している。生活支援コーディネーターの配置
については、図 1のように整理されている。
　新総合事業に向けては、2006年度から住民主体の活
動のシステム化を図り、高齢者が高齢者を支えるとい
う着眼にヒントを得て、一般介護予防教室「ふまねっ
と健康教室」をはじめた。ポイントは、第一に、社協
のふれあいネットワーク活動のメニューに加え、希望
のあった町内会に 2～ 3名のサポーターを派遣するこ
と。第二に、90分の「ふまねっと健康教室」にアイス
ブレイク＊5としてのレクレーションを取り入れたこ
と。第三に、五ヵ年プロジェクトを立ち上げ、万歩計
など記録の要素を取り入れて、 5年間で何らかの成果
を出し、成果の有無に関わらず、継続についてはその
ときに協議しようということで取り組んだこと。第四
に、社協は側面的支援に徹し、NPOや行政との連携
に努めたが、住民主体の介護予防の活動量について数
値化することを目標としたことにある。

4 　提言
　最後に提言として、第一に、有償ボランティア組織
の位置づけを明確にすること、第二に、介護予防活動
に重点をおいた協議体の設置、第三に、住民自治の推
進を意図したまちづくりの必要性を提示した。自主的
自発的な活動団体のアイデンティティがあり、それを
支援する公的役割を行政が制度としてつくり出すこと
が「新たな地域の支え合い」が問いかけた課題（宮本 
2014）にほかならないのである。
⑴有償ボランティア組織の位置づけを明確にすること
　有償ボランティア組織を動かすためには、団体が住
民に信頼されることが基本となる。実際にサービスを
必要としている人に対して無償ボランティアだけでカ
バーすることにはならず、ボランティアによるサービ
スの利用控えも想定されることになるため、何らかの
有償ボランティアのサービスを的確に組み込むことが
基本である。また、サービス提供者の確実な体制づく
りを担保するためには、マッチングに関わる人材の確

＊5　アイスブレイク
緊張をほぐすためのきっかけ。本題に入る前の雑談や皆で行う簡単なゲーム
など。
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図 1 　S町の生活支援コーディネーターの位置づけ（S町資料より）
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保が必至となる。過疎地域において有償サービスを効
率的に提供することは、人員確保、事業所の採算性か
ら考えても難しい。公益的、公共的サービスとしてう
まく提供できるようにするには、有償ボランティア団
体のマッチングを行うコーディネーターの活動を支え
る費用、事務所経費等が不可欠である。過疎自治体に
は、しくみを支えること・マンパワーを確保すること・
コーディネーターが専門職的役割を担うことが期待さ
れる。
⑵介護予防活動に重点をおいた協議体の設置
　介護予防体制、健康増進的な活動強化が最優先であ
り、かつ必要である。加えて、高齢退職者、就労可能
な人たち、有力なマンパワーの養成・確保がポイント
となる。2017年度からの生活支援サービスの提供に関
して、サロン的な活動、コミュニティカフェなど住民
が集まって健康づくりをする場所や機会を重点的に用
意することを先行して行わなければならない（図 2）。
住民の組織化を通じて、高齢者事業団、過疎地域レベ
ルでのシルバー人材センター、老人クラブ、各種団体、
町内会などのつながりを考慮した協議体の確立が急が
れている。
⑶住民自治の推進を意図したまちづくり
　新総合事業の可能性を拓くためには、かつての古い
絆
きずな

を取り戻すという発想ではなく、絆をつくり出すこ
とでコミュニティをつくり出す覚悟を持つことが必要
である。人口は減少する、高齢化は進む、担い手がい
ないという捉え方は何も生み出せない。ポイントとし
ては、住民が地域づくりに参画する機会として居場所

づくり、介護予防、地域の雇用を射程に入れたコミュ
ニティカフェのような事業を先行させて、かつ、彼ら
の活動の継続性を支えるために有償ボランティアサービ
スの提供組織をつくっていくことが解決につながる。

【付記】
本稿は、北海道開発協会平成27年度研究助成「過疎自
治体における有償ボランティア組織の構築に関する研
究」（共同研究）を受けて実施した研究の要約である。
なお、本稿の関連原稿は、『北海道地域福祉研究』第
19号（2016）に掲載予定である。
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図 2 　助け合い（支え合い）活動の種類
新地域支援構想（2014年 6 月20日：新地域支援構想会議）より


